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The dalabase 01 lhe mass laser pro自lerdata lor efficient use. And，the system was established，in this study. 

[研究目的及び経緯]

河川局では、全国一級水系の中小河川の治水安全度

を早期かっ安価に把握するために、� LP(レーザブ勾ロフ

ァイラ)を用いて全国の一級水系内の中小河川の三次

元地形デ� 9を平成� 17・18年度の概ね� 2カ年で取得

したり

上記成果品である本� LPデータはオリジナノレデータ

(地表面デ-'")、グランドデータ(地表面デ-'"から

建造物等を除去した地盤商データ)、オノレソデータ(航

空写真を正射投影岡像に補Eしたデ-'")等から成り、

河川管理上非常に有用である 方、デ-"，-lJイズが非

常に大きくデータ管理が課題であった。このため、本

研究では活用場面等を十分に考臨したうえで、� web上

でのデ-'"更新等が可能となるデータの変換方法ゃ分

割方法等を検討し� LPデ-'"管理・提供システムを構

築した。

[研究肉容]

(1)システム構築にあたっての検討

平成20年度は利便性の高い� LPデータの管理システ

ムを検討するにあたり、� LPデータの種類及びその容量

の精査とデータの利用場面利用頻度を把握する必要が

あることから、各種のデータ容量を算定し、利用場面

頻度等を把握するために大学土木研究所等の研究機関

にて� LPデータの研究利用状況を地方整備局等に実務

での利用場面についてヒアリングを行った。それらの

調在、問題点の精査を踏まえシステム要件を作成した。� 

(2)システム構築 

2 1年度は20年度の成果を踏まえ、� LPデータの管

理提供システムを構築したヨ

[研究成果]

(1)システム構築にあたっての検討結果

全国約� 109水系の� LPデ-7の総容量は約 15丁目と

非常に大きいためインFーネットを利用� Lた管理及び

提供を行うためにはデータの選別、圧縮処理等が必要

である。

デ-'"の選別についてはヒアリング調査の結果を踏

まえ、� 1可道内オリジ寸� Jレデー夕、� i可道内グランドデー

夕、� 1mオノレソ画像、メ� Fデー夕、� 5mDEMデー夕、そ

して� LPデータを元に作成した横断データを提供する

ことと� Lた。(参照表� 1) 
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またサーハの管理手法について検討の結果、� web

サーバ、管理データベースを国総研に設置し、デー
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[成果の活用]

今回十分な検討を踏まえ構築したデータ管理システ

タサーバを各地方整備局に設置する分散型の管理手

法を採用する ことと した。(図1)

提供方法については� LPデータの圧縮に闘する検

討と転送方式に関する験討を行った。ネ ットワーク

を介して健供するデータについてはデ タ圧縮を行

うことによ って、大幅に配信データ容量を圧縮でき

ることを確認した。

ファイル転送方式については、� FTP方式と� HTTP

方式の� 2種績が一般的である。双方についてサンプ

ルデータを用いて検証を行い、 デーク転送速度、エ

ラー制御等の観点から、� FTP方式を採用することと

した。

またシステム構成、構築に当たっては国土地理院

が今後取得管理されるこ級水系のデータも得られる

ことが望ましいとのことから、二級河川|データの提

供を行う場合には、国土地理院に、 地方整備局と同様

のデータサーバを設置し、メタデータを国総研の� web

サーバで管理する こと で対応するシステム とし、ハー

ド的な負荷と管理者負担が小さくなる分散型のサー

ノ、構成を採用した システムを構築した。(図� 1)。� 

LPデータの管理提供を行う全体ンステムの機器構

成は.使用するヰッ トワークはデータサイズ等を考慮� 

L防災� LANとした。
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②LPデータ管理システムは地方整備局に設置され

たデータス トレージサーバへの� LPデータ絡納と回総

研に設置した� webサーバ内のメタデータ管理データ

ヘースへのメタデータ登録を行うシステムである。� 

ー ドプロ グラム、� 等外部プログラムに対CommonMP

応するための河川標準� からなる。� IF

副-

LPデータの圧縮、� LPデータのアップロードを行 うデ

のメタデータ登録を行う、メタデータ登録インタフェ

一
1

ースの� 2つからなる。� 

③ データ提供システムは利用するデータ検索とLP

一

デークのダワンロー ドを行うシステムである。図郭に

等の検索条件からの検索に対応した、� LPデータの検索

サイト、利用する� LPデータ ファイ� Jレをデータス トレ

ージサーバからダウ ンロ ドするための一括ダウンロ
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よる検索、*系、河川|名による検索、データ取得時期

タ
・

ータ登録プログラム、メタデータ管理データベースへ
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図� 1本シス子ムのサ パ構成� 

2 )シス子ム構築

今回構築したシステムは、①メタデータ管理デ←タ

ベース、②LPデーダ管理システム、③� LPデ←タ提供

システムの� 3つのシステムから成る。(図 2参照)

①メクデータ管理データベースは� LPデータの計測

諸元、詳細を記録したデータを管理するデータベース

であり� LPデーグ管理システム、� LPデータ提供シス

テムの双方から利用するものである。� 

ム・提供システムにより河川分野における� LPデータ

の管理手法の一元化が図られる他円滑なデ」タの送受

信が可能と なる。

なお本システムは国土交通省本省、北海道開発局、

各地方整備局.国土地理院に整備する干定である。


